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次世代技術および新規分野への取り組みについて、もう少しお
話をお聞かせください。

　半導体技術については、いよいよ微細化のレベル
が30nmから20nmとなり、やがて10nmへというよ













研究開発/知的財産



 日本  米国  欧州  韓国 

����  

 ���� 



環境・健康・安全に対する取り組み











執行役員制度

　当社は、取締役会と執行機関の役割をより明確化し、迅速な意思

決定とよりスピーディーな事業戦略の立案・実行を図るため執行役

員制を導入しています。
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財務概況

当社は、2006年3月期以降、次の事業区分の変更を行っています。

■  2006年10月1日、従来、東京エレクトロン株式会社の中にあったコンピュータ・ネットワーク部門を子会社である東京エレクトロンデバイ

ス株式会社に移管しました。これに伴い、「産業用電子機器」セグメントに属していた「コンピュータ・ネットワーク」事業を、2007年3月期

より「電子部品・情報通信機器」セグメントに区分変更しました。

■  2009年3月期より、従来のFPD製造装置部門をFPD/PV製造装置部門に名称変更しました。当部門では、FPD製造装置に加えて、FPDFPD/PV溴棨ß▌ゑむ楲ル襯ナ儐98パ76 ♩贈ı’ 咡咡卋にに咡卋ナ酲稅ナ旔㴞頌µ垂ナ節ろĜ扐翠髎ユ劇76  卋にに卋楗リı啡ル襯ナ㴞頌棨ß▌ぼヌ复œ
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事業等のリスク



（5） 品質に関する影響







連結貸借対照表









連結キャッシュ・フロー計算書



連結財務諸表注記
東京エレクトロン株式会社及び連結子会社
2010年3月期及び2009年3月期

1. 連結財務諸表作成の基本事項
　添付の東京エレクトロン株式会社（以下「当社」）及び子会社（以下、総称





3. 会計方針の変更



9. 退職給付引当金
　当社及び国内子会社は、大多数の従業員を対象として、確定給付年金制
度（キャッシュバランスプラン及び非拠出制の退職給付一時金制度）を設け





13. リース
　注記2（





16. その他収益（費用）
　注記6





　2010年及び2009年3












